
魚津市電子地域通貨事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、新型コロナウイルス感染防止の観点から、「新しい生活様式」

に対応するためのキャッシュレス化の推進を図り、市内におけるキャッシュレス決

済を推進し、コロナ禍における消費喚起を図り、市内経済の活性化に繋げるために

魚津市（以下「市」という。）が実施する電子地域通貨事業（以下「キャッシュレ

ス事業」という。）について、必要な事項を定めるものとする。なお、電子地域通

貨の通称は、MiraPay（ミラペイ）とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

（１） ポイント 前条の趣旨に基づき、市が発行する電子ポイントをいい、名称

は通常ポイント及びプレミアムポイントという。 

（２） コイン 前条の趣旨に基づき、市が発行する電子コインをいい、名称はチ

ャージコイン及び行政コインという。 

（３） 事務局 キャッシュレス事業事務局委託の受託者をいう。 

（４） 開発者 キャッシュレス事業システム委託の受託者をいう。 

（５） 販売店 キャッシュレス事業においてコインを販売する市内事業者で、市

が別に認定する事業者をいう。 

（６） 取扱店 キャッシュレス事業においてポイント・コイン（以下、「ポイント

等」という。）での購買に対応する市内事業者で、本要綱に同意の上登録した店舗

等の総称をいう。 

（７） 利用者 キャッシュレス事業においてポイントやチャージコインの購入、

行政コインの付与を受け、取扱店で使用する個人をいう。 

（８） 使用者 キャッシュレス事業でポイント等を使用する販売店、取扱店、利

用者の総称をいう。 

（９） 特定取引 市内においてポイント等が対価の弁済手段として使用される物

品（有価証券、前払式証票及びその他これらに類するものを除く。）の購入、借受

け又は役務の提供をいう。 

 （ポイント及びコインの発行等） 

第３条 市は、この要綱の定めるところによりポイント及びコインを発行する。この

場合において発行するプレミアムポイント及び行政コイン総額は、予算の範囲内に

おいて定めるものとする。 

２ プレミアムポイントは発行時にその詳細を定めるものとする。 

３ チャージできるコインは、１人50,000円を限度額に1円単位から購入できるもの

とし、限度額に至るまで複数回購入することができるものとする。 

 （ポイント等の使用範囲等） 

第４条 ポイント等は、その所有者と取扱店との間における特定取引においてのみ使

用することができる。ただし、次に該当するものは対象外とする。 

（１）出資や債務の支払い 

（２）現金との換金、金融機関への預け入れ 



（３）金、プラチナ、銀、有価証券、金券、商品券（ビール券、清酒券、おこめ券

等）、旅行券、切手、印紙、プリペイドカード等の換金性の高いものの購入 

（４）土地・家屋購入、家賃・地代・駐車料（一時預りを除く）等の不動産に関わ

る支払い 

（５）風俗営業等の規制及び義務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２

２号）第２条に規定する営業のうち、同条第４項を除くものに係る支払い 

（６）特定の宗教・政治団体と関わるものや公序良俗に反するもの 

（７）会費、商品及びサービスの引換代金を前払いとするもののうち、ポイント等

の使用期限を超えるもの 

（８）各取扱店が使用を不可としたもの 

（９）その他、取扱いが不適当と市が認めるもの 

２ ポイント等を使用できる期間は、発行時に定めるものとする。 

（販売店及び取扱店の登録等） 

第５条 販売店及び取扱店として登録できる者は、別に定める規約に同意した市内に

事業所を有する個人又は法人とする。 

２ 前項に掲げる者のうち、次の各号のいずれかに該当する業務を行うものは、販売

店及び取扱店の対象から除外する。 

（１）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）

第２条に該当する営業を営む者のうち、同条第４項を除く者 

（２）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第

２条第２号の暴力団に関係する者 

（３）業務の内容が、公序良俗に反する営業を行う者 

（４）その他市長が不適当と認める者 

３ 第１項に規定する事業者が販売店及び取扱店として登録しようとする場合は、取

扱店登録申込書により申込しなければならない。 

４ 販売店への登録には、前項までに掲げる内容の他、次の条件を満たさなければな

らない。 

（１）利用者に対して、スマートフォンへのアプリのインストールやアプリの操作

支援等を行える者 

（２）ポイント及びコインの販売金を適切に管理し、指定の方法により、期日まで

に支払を行える者（当該支払に係る手数料は、事務局の負担（原則月１回）とす

る。） 

 （販売店及び取扱店の遵守事項） 

第６条 販売店及び取扱店は、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。 

（１）それぞれの業種における「新型コロナウイルス感染症の感染拡大予防ガイド

ライン」等を遵守し、感染拡大予防策を講じること。 

（２）販売店及び取扱店のポスター等を店頭等の目立つ場所に表示すること。 

（３）特定取引において、ポイント等の利用を拒まないこと。 

（４）その他この要綱の趣旨に反すると認める行為をしないこと。 

 （販売店及び取扱店登録の取消し） 

第７条 販売店及び取扱店店において、第５条第３項の規定により登録した内容に虚

偽があると認めた場合又は前条各号に定める事項に反する行為をした場合は、販売



店及び取扱店の登録を取り消すものとする。この場合において、市が実施する前条

各号に定める事項に関する販売店及び取扱店への調査について、販売店及び取扱店

は協力しなければならない。 

（ポイント等の換金手続き） 

第８条 事務局は、第４条第２項に規定された使用可能期間内の特定取引において利

用されたポイント等の額面を取扱店が指定する口座に振り込む方法により、換金手

続きを行う。 

２ 販売店は、コイン販売額を事務局が指定する期日までに、事務局の口座に振り込

む。 

３ 第１項、第２項について、販売店に限り、開発者が管理するシステムにおいて第

２項で振り込むべき金額と第１項で振り込まれる想定の額面を相殺（以下、「差額

決済」という。）し、その差額分を有するほうが相手の指定する口座に差額分を振

り込む。 

４ 第３項について、販売店が差額決済後の差額分を有しているときに、事務局が指

定した口座に期限内に差額分を振り込まないときは、事務局の権限で期限後翌月以

降のその店で利用されたポイント等の額面を相殺し、再度差額決済ができるものと

する。 

 （ポイント等の払戻し） 

第９条 使用期限内に使用されなかったポイント等の払戻しは、一切しないものとす

る。なお、使用されなかったポイント等は市の歳入として取り扱う。 

 （事業の委託） 

第10条 市長は、必要があると認めるときは、この事業を委託することができる。 

（その他） 

第11条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

  

   附 則 

 この要綱は、令和３年６月 日から施行する。 

 

   


